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研究成果の概要（和文）：人々が次のような非合理的な政治行動をとることが明らかになった。比例代表制より
も小選挙区制の方が政党数を小さく認知する。自らの生活と関連性が高いテーマを説明させると有効性感覚が向
上する。政党の大きさや政治スキャンダルの多寡を重視する。人権保護の問題につき、人種によって態度を変え
ている。自身が拒否する政党に失政の責任を帰属する傾向がある。社会的参加や責任の不明確さを強調しても投
票参加意欲は変化しない。政党に関する情報を与えると、支持する政党と同じ立場に自分の立場を揃える。

研究成果の概要（英文）：It is clear that people engage in the following irrational political 
behaviors. They perceive a smaller number of parties in the single member district system than in a 
proportional representation system. Sense of efficacy improves when people are asked to explain 
topics that are highly relevant to their own lives. They place more importance on the size of 
political parties and the number of political scandals. They change their attitude on the issue of 
human rights protection depending on the race of victims. They tend to attribute responsibility for 
political failures to parties they reject. Emphasizing social participation and lack of 
responsibility does not change their willingness to vote. When given information about political 
parties, they align themselves with the same position as the party they support.

研究分野：政治学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
政治学では、人間の合理性に対して2つの相反する見方が対立してきた。一方で、経済学に影響された数理的ア
プローチにおいては、合理的個人の存在が仮定されてきた。他方、心理学や社会学をベースとする政治学者の間
では、大衆は無知であり、政治的態度も不安定であると考えられてきた。我々の研究成果は、こうした論争の中
で後者と整合的なエビデンスを多様な文脈で提示した、という学術的意義がある。このことはまた、政治におい
てナイーブに人々の合理性を前提とした施策を行うことに警告を発する、という社会的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) 研究課題全体の背景 
本研究の学術的背景にあるのは、政治学における人間の合理性に対して、2つの相反する見方
が存在しているという点である。経済学の影響を受けた数理的アプローチにおいては、人間は自
身の選好を完全に把握し、得られる情報をすべて用いて自己利得を最大化するように選択肢を
選ぶ、という合理的個人の存在が仮定されてきた。一方、心理学や社会学をベースとする政治学
者の間では、こうした合理的選択論的見方は批判され、むしろ大衆は無知であり、政治的態度も
不安定であると考えられている。しかし近年では、合理性の牙城であった経済学においても、観
念的な合理的個人を前提とするのではなく、現実の人間の経済行動から出発し、その行動原理を
探ろうとする、行動経済学の研究分野が急速に拡大してきている。こうした学術的背景を踏まえ、
人々はどのような状況でなぜ非合理的な政治行動をとるのか、という学術的「問い」を、本研究
の研究課題の核心とする。 
(2) 福元の研究 
①大きさの異なる政党や企業の数を指標化する際、有効政党数を用いるのが定番であった。 
②大きな武力紛争が起こると、当事国の首相や大統領の支持率が急上昇する旗下集結効果が知
られていた。 
③日本では、選挙啓発葉書に投票率向上効果があるか、厳密な因果推論がなされてこなかった。 
(3) 稲増の研究 
心理学における認知バイアスの研究では、人間はしばしば自身の能力を過大評価することが
指摘されており、このような現象は、自身の政治知識や政策争点に対する理解度を過大に見積も
る形で、政治的領域においても生じることが明らかになっている。このバイアスは人々に対象に
ついての説明を求めることで自身の理解度について認識させる説明深度の錯覚パラダイムを用
いて検証されている。その一方で、政治領域の特殊性として、自身の知識を人々が政治知識とは
見なしていない可能性や政治の縁遠さから、自身の能力を過小評価する場合も考えられる。 
(4) 遠藤の研究 
①国際的に見れば、日本は covid-19感染拡大を抑制することに成功した国の一つであるが、その
要因の 1つに比較的多くの住民がマスク着用を自主的に行ったことが挙げられる。しかし、どの
ような人がマスクをして、どのような人がしないのかについては必ずしも明らかではない。 
②日本政治において、ジェンダー格差は一貫して高いが、女性政治家に対する有権者の偏見を示
す証拠は一貫しているとはいいがたい。この不一致は、ある研究者が日本の有権者の第一次選好
（自分が個人的に誰を支持するか）を測定しているのに対し、他の研究者が日本の有権者の第二
次選好（他の有権者が誰を支持するか）を測定しているために生じているからと考えられる。 
③日本政治に関する最近の研究では、政党の政策以外の属性、すなわちヴェイレンス(valence)が
有権者の意思決定に重要な役割を果たしていることが示唆されている。しかし、現在の研究では、
どのようなヴェイレンスが重要なのか、また有権者の政策選好と政党の政策をどのように関連
付けているのかについてはまだ十分に解明されていない。 
(5) 尾野の研究 
既存研究は、有権者に合理的な判断を行うことが可能なのかを検証するために、一見すると政
治とは直接には無関係に見える特徴が有権者の判断に影響を与えるかどうかを分析してきた。 
(6) 善教の研究 
①国レベルと地方レベルの政党支持態度の相互関係が不明瞭であった。 
②特定地域においてのみ強い政党が存在するメカニズムが未解明であった。 
③政府の執政の責任帰属と党派性の関係が未解明であった。 
④支持政党ごとの支持の幅が不明瞭であった。 
⑤選挙啓発が投票率に与える因果効果への注目が高まる中、1票の重要性を伝えるメッセージの
投票率に与える影響が不明瞭であることが重要な課題であった。 
(7) 肥前の研究 
「行動政治学」と呼ぶべき新たな分野が、心理学や行動経済学で見出された知見を政治行動と
いう対象に応用するにとどまらずに、独自の説明原理を持つ分野として成立するためには、政治
的な意思決定とそれにもとづく行動には何らかの特異性があるのかという根本の問いから議論
を始める必要があった。 
(8) 三輪の研究 
完全な政治知識をもたない有権者は、政治的決定に際して推論を行う必要があるが、正しい結
論を導くためではなく、既に決まっている結論を正当化するという動機づけに基づいて推論が
行われることも多い。そのような動機の代表例が党派的な動機である。海外では、政策選好が近
い政党を支持するのではなく、最初から支持政党は決まっていて、政党の立場に合わせて政策選
好を決める人が多いとされる。しかし、日本では政党の熱心な支持者が少なく、政党に関する情
報が有権者の政策選好を形成する効果が大きくないことを示す先行研究もある。 
 



２．研究の目的 
(1) 研究課題全体の目的 
本研究の目的は、人々の政治行動に、どのような非合理的側面があるか、非合理的政治行動に
共通する行動原理は何か、そうした非合理的行動を助長ないし抑制する要因はどのようなもの
か、ひいては非合理的な行動を減らす方策は何か、を明らかにすることである。 
(2) 福元の研究 
①有効政党数は本当に人々の直感に適っているのであろうか。そうでないとしたら人々は実際
には政党等をどのように数えているのだろうか。またその数え方は、政党等のラベルや選挙制度
によって影響を受けるのだろうか。こうした疑問に答えることを目的とする。 
②旗下集結効果が、非当事国ではどうなるかを明らかにすることを目的とする。 
③選挙啓発葉書が投票率を上げる効果があるかを明らかにすることを目的とする。 
(3) 稲増の研究 
本研究の目的は、政治的事柄について説明を求める際の、対象の抽象度の高低、および対象の
有権者の生活との関連度の高低の操作による、政治領域における自身の能力についての認識（政
治的有効性感覚）の変化に関して、抽象度高いテーマについて説明させた回答者の有効性感覚は
低下し、抽象度が低いテーマを説明させた回答者の有効性感覚は向上する（抽象性仮説）、関連
性が低いテーマについて説明させた回答者の有効性感覚は低下し、関連性が高いテーマを説明
させた回答者の有効性感覚は向上する（関連性仮説）という 2つの仮説を検証することである。 
(4) 遠藤の研究 
①本研究の目的は、人々のマスク着用行動について政治的な要因がどの程度関連しているのか
を検討することである。 
②自分の選好と他の有権者の選好に対する期待のギャップを、「選好期待ギャップ」と呼ぶが、
米国ではこのギャップは戦略的差別の重要なメカニズムとしてその存在が確認されてきた。本
研究の目的は、選好-期待ギャップが日本でも存在するかを検証することである。 
③本研究の目的は、政党のヴェイレンスのどのような要素を有権者は重視しているかを明らか
にすることである。 
(5) 尾野の研究 
①既存研究を踏まえて、特に政治アクターの人種やステータスの役割に焦点を当てることで、有
権者の合理性の有無とその帰結について、新たな研究結果を導くことを目指した。ここでは、移
民に対する有権者の態度に注目する。基本的人権は国籍や集団の差異なくすべての人に平等に
与えられ保護されるべきものであるという規範が存在しているが、果たしてそれは移民にも平
等に適用されるべきと有権者は考えているかという問題である。人権侵害の内容ではなく、それ
を受けている人の人種や国籍という表面的なキューによって、有権者の判断か大きく変化する
か否かを明らかにすることを通じて、有権者の判断の非合理性を検証することを目指した。 
②情報の与え方によって有権者の行動が非合理的に変化してしまうという点に焦点を当てて、
不正確な情報を信じる被験者に正しい情報を与えた場合に、情報が更新されて政治態度が変化
するか（正しく修正されるか）を検証することとした。 
(6) 善教の研究 
①国と地方で支持する政党は、無党派への変化も含めて異なるのかを明らかにする。 
②なぜ維新の会は、関西圏において多くの人々に支持されているのかという問いに答える。 
③コロナ禍における失政の責任帰属と党派性はどのような関係にあるのかを明らかにする。 
④支持の幅としての投票意図政党数はどの政党を支持するかにより異なるのかを明らかにする。 
⑤1票の重要性を伝えるメッセージが投票率の向上に寄与するのかを検証する。 
(7) 肥前の研究 
政治的意思決定として選挙における有権者の候補者選択、比較対象としての経済的意思決定
として買い物における消費者の商品選択を取り上げた。ブキャナンは、前者を後者から差別化す
る 6 つの要素を挙げている。それらのうちいずれが有権者たちにとって強く認識されているの
かを研究の具体的な問いとした。また、候補者選択において一人一票の原則が広く支持されてい
る一方、商品選択においては商品の入手に必要な所得の格差が当然のこととされている。一人一
票の原則への支持がどの程度強固なのかをもって、候補者選択の特異性の程度を測ろうとした。 
(8) 三輪の研究 
人々が党派的な動機に基づいて政策的立場を決めることは、イデオロギー的な信念体系の形
成につながるとされる。先行研究によれば、日本では党派的な推論が行われにくいはずだが、そ
れでも日本の有権者の間には一定の信念体系が共有されている。そこで、先行研究の追試も兼ね
て、政党の政策的立場やイデオロギー的用語の知識に関する情報が有権者の争点態度のイデオ
ロギー的一貫性に与える影響を検証した。 
 
３．研究の方法 
(1) 福元の研究 
①オンライン実験の被験者に、様々な分布の政党の得票率や企業の市場占有率を見せて、政党
名・企業名や選挙制度を変えつつ、被験者が政党や企業は実質上いくつあると思うかを尋ねた。
日本の他、政党についてはイギリスとニュージーランドでも行った。 
②2022 年のロシアによるウクライナ侵攻前後に偶然実施していた世論調査を自然実験として用



いて、侵攻前後で日本における与党支持率が変化するかを調べた。 
③参議院議員通常選挙に際して豊島区における選挙管理委員会との協働研究で、18 歳の有権者
に選挙啓発葉書を 3通送り、回帰非連続デザインを用いた 19歳有権者との比較により、投票率
向上の効果を推定した。 
(2) 稲増の研究 

2022年 2月に株式会社日経リサーチのパネルに登録している日本国籍を持つ 18から 70歳ま
での人々を対象として抽象度・関連性の異なる政治的事柄についての説明を求める実験操作を
含むオンライン調査を実施した。その結果、1,923名から回答を得た。 
(3) 遠藤の研究 
①2 度目の緊急事態宣言期間の末期である 2021 年 3 月にウェブ調査を実施し、人々の将来的な
マスク着用行動意図および政治的態度の測定を行った。 
②2つのウェブ・コンジョイント実験に基づき、女性政治家に対する日本の世論に選好と期待の
ギャップが存在することを実証する。具体的には、2020 年のアメリカ民主党予備選挙における
戦略的差別を検証した Green, Schaffner and Luks（2022）に倣った研究デザインを用いた。 
③2022年参議院選挙の直前にウェブ・コンジョイント実験を実施した。 
(4) 尾野の研究 
①ある人権侵害をめぐる記事に登場する人物の人種と移民ステータス、人権侵害の内容につい
て操作したビネット実験を含む調査を実施し、2,500人余りのオランダ人から回答を得た。 
②社会の中の経済格差や賃金格差について推計させたうえで、その実態について正しい情報を
示した条件と何も示さない条件に被験者を無作為に分ける実験を含む調査を実施し、3,000人の
日本人から回答を得た。 
(5) 善教の研究 
①大阪市民を対象とするオンライン実験を実施した。具体的には、国における支持か大阪の政治
における支持かを無作為に変えることで、これが政党支持の分布に与える影響を検証した。 
②2020 年の住民投票前後に大阪市民を対象とするオンライン調査を実施した。府市間調整に対
する期待と維新支持の相関関係や、特別区設置へのメリットに関する認識などを調査した。 
③2021 年に大阪、京都、愛知、東京在住の有権者のオンライン上で調査を実施した。そこで、
「医療崩壊」に対する責任はどの主体に帰属されているのか、政党支持態度および拒否政党認識
は責任帰属をどのように変化させるのかについて調査した。 
④2022 年参院選後に全国有権者を対象とするオンライン調査を実施した。政党ごとに投票意図
を尋ね、かつ、それと政党支持の相関関係や、個人レベルでの政党間競合性の実態を調査した。 
⑤2023年芦屋市長・市議選時に、芦屋市在住の有権者を対象とするフィールド実験を実施した。
芦屋を構成する町から 50町を選択した上で、それらを 1票の価値を伝える DMを配布する処置
群とそうではない群に無作為に配分した。また、実験後には無作為抽出した芦屋の有権者を対象
とする郵送調査も実施した。 
(6) 肥前の研究 
日本の有権者を対象にオンライン実験を実施した。日本の投票率の低下を説明する文を作成
し、ブキャナンが挙げる候補者選択を商品選択から差別化する 6 つの要素に関する記述のいく
つかをランダムに加えて、それを読んだあと投票参加の意欲を尋ねる質問に回答してもらった。
また、若年世代ほど将来大きな影響を受ける政策の賛否を問う住民投票のシナリオを作成し、現
在の利益や将来の損失を強調する記述をランダムに加えて、それを読んだあと世代によって付
与される票数が異なる 5つの投票方式をそれぞれ評価してもらった。 
(7) 三輪の研究 

2023年 3月に 2波のオンライン調査を実施した。第 1波では、12個の幅広い分野の争点につ
いて回答者の立場を尋ねた。約 3週間後の第 2波で同じ 12個の争点態度を尋ねたが、その際に
回答者を無作為に 3つのグループに分けた。統制群には、追加情報なしで第 1波と全く同じよう
に尋ねた。政党情報群には、各争点に対する主要政党の所属議員の平均的立場を示した上で、回
答者自身の立場を尋ねた。イデオロギー情報群には、各争点に関して対となる立場のうちどちら
が「保守」、どちらが「リベラル」と呼ばれているかを示した上で、回答者自身の立場を尋ねた。
1,083人から回答を得た。 
 
４．研究成果 
(1) 福元の研究 
①認知政党数は整数になりやすい、認知政党数は有効政党数よりは閾値理論で予想される数値
に近い、比例代表制よりも小選挙区制の方が認知政党数は小さくなる、政党ラベルを付け替えて
も認知政党数は変わらない、という知見が得られた。 
②ウクライナ侵攻直後に日本における与党支持率は増えた。紛争非当事国でも旗下集結効果が
起きることがわかった。 
③18歳の有権者に選挙啓発葉書を送っても投票率が上がるという証拠は得られなかった。 
(2) 稲増の研究 
下の図に示すように、抽象性の操作による有効性感覚の差は見られなかったが（抽象性仮説不
支持）、関連性の操作により有効性感覚が異なっていた。ただし、自身の生活との関連性に基づ
く領域を想定させた場合に、統制群と比べて有効性感覚が高くなるという結果は得られなかっ



た（関連性仮説は部分的に支持）。 
(3) 遠藤の研究 
①マスク着用行動意図はイデオ
ロギーよりも社会的価値観によ
って形成されており、また、専門
家への信頼によって促されるこ
とが明らかになった。 
②分析の結果、日本においても選
好期待ギャップが存在すること、
女性回答者と性別役割分担に対
してよりリベラルな考えを持つ
回答者ほど選好期待ギャップが
大きいことが明らかになった。 
③有権者が政党の経験や継続性
に比べて、政党の大きさ、立法生産性、政治スキャンダルの多寡といった要素をより重視してい
ることを明らかにした。また、こうした効果は選挙制度の違いや政党支持の違いを超えて持続す
ることもわかった。 
(4) 尾野の研究 
①世界的に見て人権意識が高いとされるオランダ人の間においても、人々は外国人移民の人権
保護に対して否定的であることが明らかになり、その傾向が特に対象者が非正規に移民の場合
に強く見られた。このことからは、人々は人権保護の問題を人権侵害をめぐる状況や場面そのも
のに基づいて合理的に判断しているわけではなく、人権侵害に直面する人の人種によって態度
を大きく変えていること、さらには、内集団か外集団かという区別だけではなく、正規であるか
非正規であるかという境界が人々の態度形成に影響を与えていることが明らかになった。もち
ろん回答者の学歴や移民に対する脅威感情などによって、その反応には一定のばらつきが存在
していることも同時に判明している。 
②経済格差や賃金格差について誤った情報を信じる回答者に正しい情報を提示しても、必ずし
もその情報を信頼せず、むしろそれに反発する回答者も存在するなど、情報更新の働きかけが難
しい結果が示された。 
(5) 善教の研究 
①大阪の有権者の一部は、国と大阪の政治で支持する政党を変化させることが明らかとなった。
大阪の政治で大阪維新を支持する人は、国政レベルで日本維新を支持するわけでなく、無党派に
なったり自民党を支持したりしていた。 
②大阪で維新が支持される背景には府市間調整主体としての期待が存在すること、またそれゆ
えに、現状に対する不満がなく特別区を設置する「メリット」が見えづらい実態があったことが
判明した。 
③党派性により「医療崩壊」の責任を誰に帰属させるかが明らかとなった。有権者は自身が拒否
する政党に失政の責任を帰属する傾向がある。また、与党（自民党）に責任がある場合でも、与
党支持者は失政の責任を与党以外のアクターや一般市民に帰属する傾向が見られた。 
④個人レベルの政党間競合性は相対的に高いものの、それは支持率が低い野党間の競合性の高
さゆえにもたらされていることや、自民党支持層の他政党に対する許容度は相対的に低いこと
などが明らかとなった。 
⑤1 票によって選挙結果が変わるという DM が投票率を増加させる効果はほとんどないことが
判明した。また、その主たる原因は、選挙期間中の DM の内容は有権者の記憶に残りづらいか
ら、という点についても明らかとなった。 
(6) 肥前の研究 
ブキャナンが挙げる候補者選択を特徴づける 6つの要素のうち、社会的参加（選択結果が生活
全般および他人にも影響する）と責任の不明確さ（選択の結果として何が生じるのかが曖昧であ
ること）を商品選択との違いとして挙げる回答が多かったが、それらのいずれかを強調しても投
票参加意欲を変化させるほどの効果はなかった。また、大きな影響を受ける若年世代に多くの票
を付与する投票方式も、住民投票のように議題が限定されて説明が十分であれば受け入れられ
る余地があることが分かった。一般の有権者にとって身近な政治的意思決定は候補者選択であ
るが、取り立てて特異的であると認めるべき点はまだ見い出されておらず、さらなる研究が必要
である。 
(7) 三輪の研究 
政党情報群は統制群よりも平均的に、争点態度の非一貫性が低くなり、一貫性が高まっていた。
より詳しく調べると、この傾向は、回答者が自分の立場を支持する政党と同じ立場に揃えるため
であることがわかった。嫌いな政党と逆の立場をとろうとする傾向はみられなかった。また、政
党情報の効果は弱いながら無党派にもみられた。イデオロギー的用語の知識に関する情報が争
点態度の一貫性を高める効果はみられなかった。この結果は、イデオロギーの起源に関する研究
に貢献するだけでなく、日本において党派的な動機による推論が行われにくいという先行研究
の再考を迫るものである。 
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